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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第109期

第３四半期連結
累計期間

第110期
第３四半期連結
累計期間

第109期

会計期間
自平成29年４月１日
至平成29年12月31日

自平成30年４月１日
至平成30年12月31日

自平成29年４月１日
至平成30年３月31日

売上高 （千円） 14,934,266 15,266,552 20,452,583

経常利益又は経常損失（△） （千円） 80,713 △443,270 10,084

親会社株主に帰属する四半期（当期）

純損失（△）
（千円） △258,042 △754,350 △790,548

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 118,023 △931,826 △533,590

純資産額 （千円） 5,673,059 4,867,947 5,021,630

総資産額 （千円） 14,807,020 13,193,021 14,879,329

１株当たり四半期（当期）純損失金額

（△）
（円） △2.60 △6.75 △7.87

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額
（円） - - -

自己資本比率 （％） 32.6 30.7 28.3

 

回次
 
 
 

第109期
第３四半期連結
会計期間

第110期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
 
 

自平成29年10月１日
至平成29年12月31日

自平成30年10月１日
至平成30年12月31日

１株当たり四半期純損失金額（△） （円） △1.23 △2.46

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在するものの１株当たり四

半期（当期）純損失金額であるため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

（1）業績の状況
当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、通商問題の動向などに起因する海外経済に不確実性があるもの
の、国内企業収益の堅調な動きを背景とした設備投資の増加や雇用情勢の改善などの影響により、緩やかな回復基調
で推移いたしました。
 
当社グループの主要な事業であります中古品売買業界におきましては、インバウンド消費が引き続き好調に推移す
るなど、市場規模の成長が進んでおります。
 
このような状況下、当社グループにおきましては、平成30年７月２日に開示しました「『中期事業計画（2018年度
-2020年度）』の策定に関するお知らせ」で告知しました「ブランド品リユース市場の世界ナンバー１」を掲げて株
式会社大黒屋（以下「大黒屋」と言う。）を中心に「質屋・古物売買」業界のリーディング・カンパニーとして、日
本、英国及び中国において営業を展開してまいりました。当社グループの根幹会社である大黒屋において以下の通り
売上が大幅に伸びた結果、第３四半期連結累計期間の売上高は15,266百万円（前年同期比332百万円増）と増加した
ものの、営業利益及び経常利益につきましては、それぞれ65百万円（前年同期比582百万円減）及び△443百万円（前
年同期は80百万円）となりました。これは主に、英国の連結子会社であるSPEEDLOAN FINANCE LIMITED（以下、「SFL

グループ」と言う。）において、事業構成見直しに伴うリストラクチャリング等に伴い売上高が前年同期比924百万
円の減少となったことに起因して営業利益及び経常利益が減少した為です。
この結果、親会社株主に帰属する四半期純損失は△754百万円（前年同期は△258百万円）となりました。
また、当第３四半期連結累計期間におけるEBITDAは196百万円（前年同期は795百万円）となりました。
 (注)EBITDA

EBITDAとは、Earnings Before Interest,Tax,Depreciation and amotizationの略で、営業利益に減価償却費及び

のれん償却費を加えて計算しています。
 
こうした中、大黒屋におきましては、前期から回復傾向となっていた外国人観光客向け売上高がさらに好調である
ことから売上高は12,483百万円となり、前年比では大幅に改善（1,142百万円増）（前年同期比10.1%増）いたしまし
た。
大黒屋における店舗商品売上高は、順調に推移しており、当第３四半期連結累計期間におきましても、国内景気は
好調であること、為替の変動幅は少なく安定していること、インバウンド海外旅行者数は平成30年12月末現在3,119
万人（JNTO推計値：前年同期比8.7％増）となり引続き増加傾向にあること等を反映し、大黒屋の第３四半期累計期
間売上高は12,483百万円（前年同期比1,142百万円増）となりました。これは、前期から回復傾向となっていた外国
人観光客向け売上高が、さらに増加し前年同期比1,077百万円増(同27.1%増)となり売上高の合計では、前年同期比
1,190百万円増となりました。大黒屋では引続き好調である店頭買取の強化を図ると共に企業間取引の底上げ拡大に
取り組んで参ります。なお、新規出店につきましては、前期の３店舗（博多店、池袋西口店及び銀座中央通り店）に
引き続き、昨年10月12日に川崎店（ＪＲ川崎駅東口銀柳街）をオープンいたしました。さらに、好立地の出店も継続
して検討して参ります。
利益面については、売上総利益は3,343百万円（前年同期比73百万円増）となりました。現状において売上総利益
率の高い店頭買取金額が増加傾向（前年同期比156百万円増）にあることから、今後、売上総利益率の回復が見込ま
れます。販売費及び一般管理費については、新規出店に伴う地代家賃の増加及び広告宣伝費の増加がありましたが、
全社的に経費の節減に努めたことから、2,346百万円（前年同期比98百万円増）となり、販売費及び一般管理費の費
用の増加を抑えることができました。この結果、営業利益は996百万円（前年同期比25百万円減）、経常利益は1,047
百万円（前年同期比148百万円増）となりました。
なお、大黒屋では本年度期末に向けて、テレビCM等を含む大々的広告キャンペーンを展開すると共に好調な店頭買
取の更なる強化を図り業績向上に努めて参ります。
 
一方、英国の連結子会社であるSFLグループにおいては、平成30年10月23日に、金利負担軽減のため、既存借入金
の返済を実行いたしました。事業構成の再度見直しのため、SFLグループの売上高は2,475百万円（前年同期比924百
万円減）となりました。これは2018年10月に実施した既存借入金の返済に向けて実施した前年度に在庫処分に伴う資
金化が行われた事から当期においては、質貸付のための資金及び商品仕入資金に十分に活用できなかったことに起因
するものです。
利益面については、事業構成見直しに伴うリストラクチャリングのため、質収益の減少、小売り収益の減少、外国
為替事業の取りやめ、送金事業の縮小等により、売上総利益は、1,341百万円となり、売上総利益率は54.2％（前年
同期63.0％）と下落しております。一方、販売費及び一般管理費は従前より取り組んでいるリストラクチャリングの
効果により1,879百万円(前年同期比230百万円減)となっております。SFLグループは、リストラ及び事業構成の見直
しに伴う売上高の減少及び売上総利益率の下落の結果、当第３四半期累計期間営業利益は△538百万円（前年同期の
営業利益は30百万円）となりました。SFLグループの早期の黒字化を図るべく大黒屋で培ったビジネスモデルを導入
し効率の良い運営を図って参ります。
 
また、既に開示しております通り、当社グループでは、ｅコマース事業強化のため、海外におけるＡＩを中心とし
たデータベース分析に基づき、①グローバルでの中古ブランド品価格の適正化、②商品区分の整理の自動化による消
費者の当社サイトへの商品掲載の容易化、③真贋鑑定の強化を進めております。かかるｅコマース事業強化の取り組
みの一環として、引き続き当社子会社のラックスワイズ株式会社を通じて、システム開発投資を続けておりますが、
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ＣtoＣアプリの市場への展開を準備しているため、それらシステム開発の先行投資費用が連結の経費としてマイナス
として反映されてきております。これは今後のＣtoＣマーケット、グローバルeコマースマーケット展開の強化、ひ
いては大黒屋の買い取り販売の強化のための布石と考えております。なお、今後は下記記載の京東商城新社（中国の
インターネット通販の大手：以下「京東」と言う。）との提携を含め、中国を含むeコマース事業を国内外に強化し
ていきます。
 
なお、持分法関連会社である中国のＣＩＴＩＣとの合弁会社の信黒屋は、平成28年12月の出店以降、順調に売上を
増加させてきておりますが、合弁会社信黒屋としてはいまだ事業立ち上げ段階にあることから、最終損益は損失とな
るため、持分法による投資損失が56百万円となっております。１号店である北京店は、既に単月では、黒字化が達成
できている状況となっているため今後は、大都市圏を中心に新規出店を行い業容の拡大に努めてまいります。また、
平成30年８月に開示いたしましたように、信黒屋は京東にてイベント開催し、中国の消費者から大きな反響を受けて
おります。当社グループは、京東が中国で展開しているネット中古ブランド品販売事業始めとして、中国での事業を
さらに連携を深めていくと共に、当グループでは中古ブランド品の取り扱いを強化している中国EC事業会社と事業提
携に向けて協議を進めております。
 
セグメント別の業績の状況につきましては以下のとおりであります。
イ．質屋、古物売買業
当第３四半期連結累計期間における質屋、古物売買業の売上高及び営業利益は、それぞれ14,959百万円（前年同期
比290百万円増）、410百万円（前年同期比627百万円減）となりました。
その主な要因につきましては、業績の状況にて記載しましたように、大黒屋においては、前連結会計年度にて実施
しましたリファイナンスによる在庫積み増しの効果もあり、売上高は大幅に増収となったものの、在庫積み増しのた
め、本部仕入れのウェイト増加による売上総利益率の低下が主な要因です。また、SFLグループにおいては、リファ
イナンスの準備を行っていたことから、売上高の減少及び売上総利益率の低下が影響しております。
 
ロ．電機事業
当第３四半期連結累計期間における電機事業の売上高及び営業利益は、それぞれ306百万円（前年同期比42百万円
増）、101百万円（前年同期比33百万円増）となりました。
電機事業においては、今もなお電機業界全体において設備投資の抑制が続いていることもあり、最終ユーザーによ
る設備の新設工事や点検工事などは年々減少しているのが実情であります。また、資材（原材料）価格の上昇や後継
者不足による小規模下請け業者の廃業など、より一層厳しい環境が続いており、当社の電機事業にも大きな影響を与
えています。
このような状況の下、当社電機事業部門におきましては、適正な利益を確保するため常に販売価格の見直しを行う
とともに、製造原価の上昇を抑えるべく仕入先の転換（新規仕入先の拡充など）、現行取引ユーザーとの協力体制の
拡充など、さまざまな手法をとって利益率の確保を目指し改善を行っております。
 

（2）財政の状況
（資産）

当第３四半期連結会計期間末における流動資産は、10,980百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,318百万円の
減少となりました。これは主に、現金及び預金が1,092百万円及び営業貸付金が376百万円減少したことによるもので
あります。固定資産は、2,212百万円となり、前連結会計年度末に比べ367百万円の減少となりました。これは主に有
形固定資産が100百万円及び投資その他の資産のその他が185百万円減少したことによるものであります。
この結果、総資産は、13,193百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,686百万円減少いたしました。

（負債）

当第３四半期連結会計期間末における流動負債は3,917百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,030百万円の減少
となりました。固定負債は、4,407百万円となり、前連結会計年度末に比べ497百万円の増加となりました。これは主
に１年内返済の長期借入金が1,399百万円、短期借入金が499百万円減少し長期借入金が510百万円増加したことによ
るものであります。
この結果、負債合計は、8,325百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,532百万円減少いたしました。

（純資産）

当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は、4,867百万円となり、前連結会計年度末に比べ153百万円の減
少となりました。これは、主に第三者割当による増資749百万円と利益剰余金の減少754百万円によるものです。
この結果、自己資本比率は30.7％（前連結会計年度末は28.3％）となりました。
 

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題
前連結会計年度におきましては、大黒屋においてリファイナンスを実施し、商品売上の増収のために必要な、在庫
積み増しのための運転資金を確保いたしました。また、訪日外国人旅行客もさらに増加しており、その結果、免税売
上の回復傾向がみられ、商品売上は、増加傾向となっております。このような状況は当連結会計年度においても続く
と予測しており、今後も更なる増収増益を目指し、新規出店を積極的に行ってまいります。また、SFLグループにお
いても、前連結会計年度に意思決定した、リファイナンスを実行したことから、金利負担の軽減が図られます。当連
結会計年度においては、その効果が表れ、収益の改善が見込まれることから、さらに経営基盤を強化すべく取り組ん
でまいります。
電機事業は、長期にわたって収益的に厳しい状況が続いていることもあり、引続き事業構造の改革を進めてまいる
つもりであります。
そこで、今後、当社グループが連結収益の改善並びに経営基盤の強化を図るために対処すべき課題とその対処方針
は以下のとおりであります。
 

①　質屋、古物売買業の強化と展開加速化
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前連結会計年度において、国内においてはリファイナンスを実施し在庫積み増し資金の確保ができ第４四半期か
ら売上高が増加してきていること、また海外においては、既存借入金のリファイナンスを実行したことに伴い、当
連結会計年度においては以下のような対策を実施する計画であります。
(a)平成30年3月以降の増収ペースを維持し、売上高の増加及び利益率の向上を図ること、(b)前期出店した博多
店、池袋西口店及び銀座中央通り店のような好立地での出店を増やすこと（川崎店は10月12日に新規オープン）、
(c)新ＥＣサイトによる増収を目指すこと、(d)英国において、既存借入金の返済が完了し金利負担の軽減を図ら
れ、SFLグループを黒字化すること、(e)中国における合弁事業の拡大と事業の黒字化実現を目指すこと、(f)事業
のリスク対応を含めグローバル展開を一段と拡大すること、等を実施してまいります。
 

②　電機事業の事業構造改革の実施
生産体制の更なる効率化、製品の統廃合や在庫管理の強化により製造原価の低減を進めてまいりましたが、そう
した取り組みの結果として利益率は向上してきています。今後も引き続き、取引先の理解を得ながら不採算製品の
削減や在庫圧縮を徹底するとともに製造間接費の更なる削減を実施してまいります。
 

③　キャッシュ・フロー重視の経営と経営基盤の拡充
質屋、古物売買業の強化、電機事業の抜本的な事業構造改革及び本社経費の削減により、営業利益拡大を図ると
ともに、事業リスクを低減させ投資の回収を図り、キャッシュ・フローを重視した経営を進めてまいります。
 

（4）研究開発活動
当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動に重要なものはございません。
 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結累計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 312,000,000

計 312,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成30年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成31年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 116,976,466 116,976,466
東京証券取引所

市場第二部

単元株式数

100株

計 116,976,466 116,976,466 － －

　（注）「提出日現在発行数」欄には、平成31年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使に

より発行された株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（千円）

資本金
残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成30年10月１日
～平成30年12月31日

－ 116,976,466 － 2,955,137 － 1,320,519

 

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成30年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

平成30年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等）  ― ― ―

議決権制限株式（その他）  ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 11,200 ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式 116,915,900 1,169,159 ―

単元未満株式 普通株式 49,366 ―
１単元（100株）未満の

株式

発行済株式総数  116,976,466 ― ―

総株主の議決権  ― 1,169,159 ―

　（注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社保有の自己株式であります。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式83株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成30年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

大黒屋ホールディングス

株式会社

　東京都港区港南

　四丁目１番８号
11,200 ‾ 11,200 0.01

計 ― 11,200 ‾ 11,200 0.01

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成30年10月１日から平

成30年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、明誠有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,683,898 1,591,713

受取手形及び売掛金 703,137 689,127

営業貸付金 3,472,602 3,095,665

商品及び製品 4,175,459 4,272,947

仕掛品 21,935 29,347

原材料及び貯蔵品 37,926 36,726

その他 1,346,604 1,325,437

貸倒引当金 △141,992 △60,024

流動資産合計 12,299,571 10,980,941

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 797,435 815,997

減価償却累計額 △556,915 △578,168

建物及び構築物（純額） 240,519 237,829

機械装置及び運搬具 134,873 134,873

減価償却累計額 △134,621 △134,715

機械装置及び運搬具（純額） 252 157

工具、器具及び備品 1,082,148 1,006,055

減価償却累計額 △819,382 △842,995

工具、器具及び備品（純額） 262,765 163,060

建設仮勘定 - 1,850

土地 88,398 88,169

有形固定資産合計 591,936 491,067

無形固定資産   

のれん 526,318 500,851

その他 53,290 77,159

無形固定資産合計 579,609 578,010

投資その他の資産   

投資有価証券 342,996 259,995

退職給付に係る資産 9,985 12,835

その他 1,057,870 872,810

貸倒引当金 △2,640 △2,640

投資その他の資産合計 1,408,212 1,143,001

固定資産合計 2,579,757 2,212,079

資産合計 14,879,329 13,193,021

 

EDINET提出書類

大黒屋ホールディングス株式会社(E01891)

四半期報告書

10/20



 

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 280,790 213,607

短期借入金 3,300,000 2,800,001

1年内返済予定の長期借入金 1,789,200 390,000

未払法人税等 121,825 146,592

賞与引当金 - 37,220

ポイント引当金 47,984 46,034

その他 407,918 283,973

流動負債合計 5,947,718 3,917,429

固定負債   

長期借入金 3,800,000 4,310,000

退職給付に係る負債 8,248 11,996

資産除去債務 15,598 15,747

その他 86,133 69,899

固定負債合計 3,909,979 4,407,643

負債合計 9,857,698 8,325,073

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,580,140 2,955,137

資本剰余金 628,327 1,003,324

利益剰余金 1,808,001 1,053,650

自己株式 △2,145 △2,153

株主資本合計 5,014,323 5,009,959

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 3,682 △2,810

為替換算調整勘定 △804,197 △951,806

その他の包括利益累計額合計 △800,515 △954,616

新株予約権 25,041 53,199

非支配株主持分 782,780 759,406

純資産合計 5,021,630 4,867,947

負債純資産合計 14,879,329 13,193,021
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年12月31日)

売上高 14,934,266 15,266,552

売上原価 9,406,378 10,461,009

売上総利益 5,527,888 4,805,543

販売費及び一般管理費 4,879,824 4,739,737

営業利益 648,063 65,805

営業外収益   

還付消費税等 2,211 -

受取利息 4 151

受取配当金 663 690

受取手数料 5,041 8,042

受取保険金 315 2,640

その他 4,459 4,119

営業外収益合計 12,696 15,644

営業外費用   

支払利息 250,732 290,189

支払手数料 273,781 81,014

その他 55,531 153,516

営業外費用合計 580,045 524,720

経常利益又は経常損失（△） 80,713 △443,270

特別損失   

減損損失 467 2,425

和解金 - 7,108

その他 - 0

特別損失合計 467 9,534

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
80,246 △452,804

法人税、住民税及び事業税 257,755 322,735

法人税等調整額 33,335 △11,000

法人税等合計 291,090 311,734

四半期純損失（△） △210,845 △764,539

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
47,197 △10,188

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △258,042 △754,350
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年12月31日)

四半期純損失（△） △210,845 △764,539

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 5,891 △7,111

為替換算調整勘定 299,609 △144,337

持分法適用会社に対する持分相当額 23,368 △15,839

その他の包括利益合計 328,868 △167,287

四半期包括利益 118,023 △931,826

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 33,994 △908,452

非支配株主に係る四半期包括利益 84,029 △23,374
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

第２四半期連結会計期間より、Daikokuya Duo Jin Technology(Beijing)Co., Limitedを新たに設立したた

め、連結の範囲に含めております。

 

（追加情報）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期連結

会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債
の区分に表示しております。
 

（四半期連結貸借対照表関係）

　１　受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成30年12月31日）

受取手形裏書譲渡高 234千円 -千円

 

　２　連結子会社（株式会社大黒屋）においては、運転資金の効率的な調達を行うため株式会社東京スター銀行と

貸出コミットメント契約を締結しております。これら契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成30年12月31日）

貸出コミットメントの総額 3,000,000千円 3,000,000千円

借入実行残高 2,800,000 2,800,000

差引額 200,000 200,000

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれん償却額は、次の

とおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年12月31日）

減価償却費 106,996千円 104,739千円

のれん償却額 40,637 25,467
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成29年４月１日　至平成29年12月31日）

１．配当に関する事項

該当事項はありません。

 

２．株主資本の著しい変動

当社は、平成29年５月24日付けで第三者割当による6,384,000株の新株式を発行しました。これにより、
資本金及び資本剰余金がそれぞれ220,248千円増加しました。
また、新株式発行と同時に発行しました第三者割当による新株予約権110個において、平成29年12月31日

までに104個（10,400,000株）の権利が行使されました。これにより、資本金及び資本剰余金はそれぞれ
363,930千円増加しました。
当社の連結子会社である大黒屋グローバルホールディング株式会社において、平成29年10月１日付で非

支配株主から自社株式を取得し、資本剰余金が44,148千円増加しております。

　これらの結果、当第３四半期連結会計期間末において資本金が2,580,140千円、資本剰余金が628,327千円
となっております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成30年４月１日　至平成30年12月31日）

１．配当に関する事項

該当事項はありません。

 

２．株主資本の著しい変動

当社は、平成30年７月18日付けで第三者割当による13,157,800株の新株式を発行しました。これによ
り、資本金及び資本剰余金がそれぞれ374,997千円増加しました。
これらの結果、当第３四半期連結会計期間末において、資本金は2,955,137千円に、また資本剰余金は

1,003,324千円となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメンメント情報】
Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成29年４月１日 至平成29年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他

（注）１
合計

調整額
（注）２

四半期連結損
益計算書計上
額（注）３ 電機事業

質屋、
古物売買業

計

売上高        

外部顧客への

売上高
264,488 14,669,046 14,933,535 731 14,934,266 - 14,934,266

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

- - - - - - -

計 264,488 14,669,046 14,933,535 731 14,934,266 - 14,934,266

セグメント利益

又は損失（△）
67,693 1,037,998 1,105,692 △81,294 1,024,397 △376,333 648,063

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、投資事業及び不動産賃貸業を
含んでおります。
２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△376,333千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用
であります。主に、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
 
Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成30年４月１日 至平成30年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他

（注）１
合計

調整額
（注）２

四半期連結損
益計算書計上
額（注）３ 電機事業

質屋、
古物売買業

計

売上高        

外部顧客への

売上高
306,501 14,959,322 15,265,823 728 15,266,552 - 15,266,552

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

- - - - - - -

計 306,501 14,959,322 15,265,823 728 15,266,552 - 15,266,552

セグメント利益

又は損失（△）
101,159 410,781 511,941 △62,149 449,791 △383,986 65,805

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、投資事業、不動産賃貸業及び
金融事業を含んでおります。
２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△383,986千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用
であります。主に、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
至　平成30年12月31日)

(1）１株当たり四半期純損失金額 2円60銭 6円75銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純損失金額

（千円）
258,042 754,350

普通株主に帰属しない金額（千円） - -

普通株式に係る親会社株主に帰属する四

半期純損失金額（千円）
258,042 754,350

普通株式の期中平均株式数（株） 99,284,978 111,797,831

 （注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在するものの１株当たり四半期純損失金

額であるため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　当社は、平成30年７月18日付で発行いたしました第18回新株予約権（以下、「18回新株予約権」といいま

す。）の全部を、平成31年１月９日付で強制取得し、平成31年１月31日付で全て消却いたしました。

１．18回新株予約権の取得の概要

①取得の概要

（１）銘柄及び個数 18回新株予約権 350,877個（新株予約権１個につき100株）

（２）取得の実施日 平成31年１月９日

（３）取得総額 総額27,719千円（本新株予約権１個につき79円）

（４）取得後に残存する本

新株予約権

０個

 

②18回新株予約権の主な内容

（１）割当日 平成30年７月18日

（２）新株予約権の総数 350,877個

（３）払込金額 本新株予約権１個につき79円（総額27,719千円）

（４）当該発行による潜在

株式数

35,087,700株（新株予約権１個につき100株）

（５）行使価額 57円

（６）募集又は割当方法 第三者割当方式

ＭＴキャピタル匿名組合Ⅲ　　　350,877個（35,087,700株）

（７）行使期間 平成30年７月19日から平成32年７月18日まで

（８）平成31年１月９日ま

での18回新株予約権

の行使状況及び調達

した資金の額

平成31年１月９日までに、18回新株予約権は行使されておりません。

 

２．18回新株予約権の取得の理由

　18回新株予約権発行要領第13項（３）において、東証二部における当社普通株式の５連続取引日（但し、終

値のない日を除く。）の終値の単純平均値が30円以下になった場合（このような状態になった日を以下「下限

到達日」という。）、当社は、下限到達日の翌日から起算して２週間後に、その時点において未行使となって

いる本新株予約権の全てを強制的に取得する旨が定められております。

　平成30年12月25日において、当社普通株式の５連続取引日の終値は単純平均で30円以下になったため、当社

は同条項に従い平成31年１月９日に18回新株予約権を強制取得いたしました。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成31年２月12日

大黒屋ホールディングス株式会社

取締役会　御中

 

明誠有限責任監査法人
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 武田　 剛 　　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 関　　和輝　　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大黒屋ホール

ディングス株式会社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成30年

10月１日から平成30年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年12月31日まで）に係

る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記

について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大黒屋ホールディングス株式会社及び連結子会社の平成30年12月31

日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

　以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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